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  （百万円未満切捨て）
１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期 102,364 10.3 2,346 19.2 2,501 25.4 1,483 10.4 
29年３月期 92,780 4.5 1,969 14.6 1,994 16.2 1,344 6.4 

 
（注）包括利益 30年３月期 1,538 百万円 （4.8％）   29年３月期 1,467 百万円 （31.4％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
30年３月期 150.46 － 11.6 4.6 2.3 
29年３月期 136.34 － 11.6 4.0 2.1 

 
（参考）持分法投資損益 30年３月期 － 百万円   29年３月期 － 百万円 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
30年３月期 56,184 13,438 23.9 1,362.72 
29年３月期 52,052 12,156 23.4 1,232.74 

 
（参考）自己資本 30年３月期 13,438 百万円   29年３月期 12,156 百万円 

 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

30年３月期 6,384 △591 △3,973 5,108 

29年３月期 6,303 △339 △4,639 3,286 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年３月期 － 0.00 － 26.00 26.00 256 19.1 2.2 
30年３月期 － 0.00 － 32.00 32.00 315 21.3 2.5 
31年３月期（予想） － 0.00 － 32.00 32.00   20.5   
 30年３月期期末配当の内訳 普通配当27円00銭 
              記念配当５円00銭（創業420周年記念配当） 
 
 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 50,194 1.7 1,099 24.8 1,193 27.7 693 17.3 70.28 

通期 102,810 0.4 2,441 4.1 2,604 4.1 1,536 3.6 155.83 

 



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）                除外  －社  （社名） 
 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期 9,861,500 株 29年３月期 9,861,500 株 

②  期末自己株式数 30年３月期 48 株 29年３月期 － 株 
③  期中平均株式数 30年３月期 9,861,480 株 29年３月期 9,861,500 株 

 
 
（参考）個別業績の概要 
１．平成30年３月期の個別業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
30年３月期 2,825 5.7 856 △2.3 857 △2.6 1,068 △0.7 

29年３月期 2,673 3.9 876 14.2 880 20.4 1,075 32.4 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
30年３月期 108.33 － 
29年３月期 109.06 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
30年３月期 24,826 8,218 33.1 833.43 
29年３月期 24,086 7,343 30.5 744.68 

 
（参考）自己資本 30年３月期 8,218 百万円   29年３月期 7,343 百万円 
 
 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての
注意事項等については、添付資料Ｐ．６「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 
 
（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 
 当社は、平成30年６月４日（月）に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布す
る決算説明資料については、開催後速やかに当社ウェブサイト（http://www.watahan.co.jp/ir/）に掲載する予定で
す。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

（当期の経営成績）

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益や雇用環境の改善が続き、設備投資に持ち直しの動きが見られ

るなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、国内の個人消費の伸びが依然として力強さに欠けるほか、海

外においては、米国の政策動向や欧州の政治情勢の不安定さに加え、北東アジアにおける地政学的リスクの高まりな

ど、国内景気の先行きについては様々な懸念材料が内在しており、不透明な状況が続いております。 

 当社グループが関係する事業環境のうち小売流通市場では、個人消費が緩やかに持ち直しの動きがみられる一方

で、消費者の節約志向は依然として続いており、日常消費に対するマインドは慎重な状態が続いております。加え

て、仕入価格の高騰、労働力人口の減少を背景とした人件費上昇や業種・業態を超えた販売競争の激化など、依然と

して厳しい事業環境が続いております。 

 建設市場では、公共投資、民間投資共に建設需要は概ね底堅く、受注環境は総じて良好に推移いたしました。 

 一方、堅調な受注環境を背景とした選別受注や工事代金の高騰に伴い、入札不調や工事規模・仕様の見直し、発注

延期の発生が見られた他、住宅建設の着工数に弱含みの動きが見られるなど、市場の先行きに不透明さを内在した事

業環境となっております。 

 貿易事業の主力事業である医薬品市場では、政府が社会保障費の一層の抑制を図るべく、後発医薬品（ジェネリッ

ク医薬品）の使用割合を80％まで早期に達成する方針を示すなど、市場全体を抑制する施策が推進されております。

加えて、製品の安定供給の観点から製薬メーカーが医薬品原料の複数購買化を進めるなど、市場における企業間の競

争は激しさを増しており、厳しい事業環境となっております。 

 このような状況下におきまして、当社グループは、「自然との共生」をビジョンとして、自然と共に暮らす

「Green Life」を主軸に、「環境にやさしい安全な暮らし」、「自然な彩りを楽しむ暮らし」、「自然の恵みで元気

な暮らし」の３つのLifeを追求し、「元気に、楽しく、安心して、自然と共に暮らす」ことの実現を目指すととも

に、持株会社である当社を中核として、ＩＴ化の推進や働き方変革等による収益力の向上に努め、各事業会社が顧

客・マーケットに適合した事業展開を積極的に推進してまいりました。 

 これらの結果、当連結会計年度における売上高は1,023億64百万円（前期比10.3％増）、営業利益は23億46百万円

（同19.2％増）、経常利益は25億１百万円（同25.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は14億83百万円（同

10.4％増）となりました。

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  ＜スーパーセンター事業＞ 

 スーパーセンター事業では、前期に株式会社綿半Jマートを取得したことが大きく寄与したことに加え、ＥＤＬＰ

（エブリデー・ロー・プライス）戦略が奏功し、前期比で増収増益となりました。 

 施策面では、平成29年１月に設立した共同仕入会社「綿半パートナーズ株式会社」を軸に、グループ共同仕入によ

る原価低減や物流拠点の集約を図るなど、ＥＤＬＣ（エブリデー・ロー・コスト）戦略を推進する一方、コスト削減

効果の一部を売価に反映してお客様に還元するなど、営業力強化に努めました。 

 また、時代の変化に対応するため、グループ内に複数あったＥＣサイトを統合してＩＴ化の更なる推進を図るとと

もに、リアル店舗の存在価値を向上させる施策として、店内にコミュニティスペースを設置するなど滞在型の店舗作

りにも積極的に取り組みました。 

 一方、採算が厳しい都内３店舗を見直し、国分寺店・東村山店は収益力の高い都市型スーパーセンターのモデルと

して食品・ガーデニングを強化した店舗にリニューアルするとともに、老朽化が著しかった三鷹店を閉店するなど、

構造改革による収益力向上にも取り組んでまいりました。 

 これらの結果、売上高は669億92百万円（同13.9％増）、セグメント利益は13億39百万円（同32.0％増）となりま

した。 

 

 ※ＥＤＬＰ戦略とは 

  特売期間を設定せず、年間を通して各商品を低価格でお客様に提供する価格戦略です。 

  商品仕入や店舗オペレーションにかかるコストを抑えることで、地域一番の安さを実現し、お客様に「いつでも

お得」と感じて安心してご購入いただける価格を提供することにより、常にお客様に愛され支持され続ける店舗

づくりを推進しております。 
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  ＜建設事業＞ 

 建設事業では、前工程の遅れや天候不順などの影響で一部の大型工事物件の工事進捗にばらつきが見られたもの

の、通期では受注及び工事進捗が堅調に推移し、前期比で増収増益となりました。 

 施策面では、グループビジョンとして掲げている「自然との共生」の実現に向けて、「Green」を取り入れた暮ら

しを推進するため、建物とガーデンを一体で企画・デザイン、施工から維持メンテナンスまでをトータル提案するな

ど、付加価値の向上に取り組んでまいりました。 

 加えて、業界で初めて国土交通大臣より認定を受けた６層７段式の大型立体駐車場工事を受注するなど、独自の技

術力を活かした提案力により受注拡大を図るとともに、採算性を重視した上での選別受注にも努めてまいりました。 

 また、労働生産性を向上させる取り組みとして、施工管理部門にもフレックスタイム制度を導入するなど、効率化

に向けた施策も積極的に推進いたしました。 

 これらの結果、売上高は302億83百万円（前期比2.0％増）、セグメント利益は14億96百万円（同9.0％増）となり

ました。

 

  ＜貿易事業＞ 

 貿易事業では、為替環境が前期に比べて穏やかな円高基調で、為替変動の影響による利益は減少いたしましたが、

収益確保に向けた取り組みが奏功し、前期比で増収増益となりました。 

 施策面では、平成29年４月に当社グループの貿易関連事業の再編成を行い、収益力向上に向けた体制整備を推進す

るとともに、「取扱い原薬数を倍にする体制整備」「自然派・オーガニック商品の拡販」「海外仕入先の拡大」を重

点施策として、新原料の市場への投入準備を積極的に進めるなど、収益確保に努めてまいりました。 

 これらの結果、売上高は48億14百万円（前期比19.9％増）、セグメント利益は６億17百万円（同3.4％増）となり

ました。

 

  ＜その他＞ 

 売上高は２億73百万円（前期比2.6％減）、セグメント利益は84百万円（同20.3％減）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

① 資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ41億31百万円増加し、561億84百万円（前期末比7.9％増）

となりました。

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ50億78百万円増加し、304億23百万円（同20.0％増）となりました。主な要

因は、受取手形及び売掛金が36億57百万円、現金及び預金が18億22百万円増加した一方、商品及び製品が３億９百万

円、原材料及び貯蔵品が１億36百万円減少したこと等によるものであります。

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ９億46百万円減少し、257億61百万円（同3.5％減）となりました。主な要因

は建物及び構築物が５億49百万円、無形固定資産のその他が３億１百万円、のれんが１億80百万円減少したこと等に

よるものであります。

 当連結会計年度末の負債の合計は、前連結会計年度末に比べ28億50百万円増加し、427億46百万円（同7.1％増）と

なりました。主な要因は支払手形及び買掛金が59億81百万円、長期借入金が８億67百万円増加した一方、短期借入金

が44億87百万円減少したこと等によるものであります。

 当連結会計年度末の純資産の合計は、前連結会計年度末に比べ12億81百万円増加し、134億38百万円（同10.5％

増）となりました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益計上により14億83百万円増加した一方、剰余金の

配当により２億56百万円減少したこと等によるものであります。

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は51億８百万円となり、前連結会計年度

末に比べ18億22百万円増加いたしました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動の結果獲得した資金は、63億84百万円（前期は63億３百万円の獲得）となりました。こ

れは主に仕入債務の増加59億89百万円、税金等調整前当期純利益24億53百万円、減価償却費13億18百万円があった一

方、売上債権の増加36億57百万円、法人税等の支払額２億15百万円があったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は、５億91百万円（前期は３億39百万円の使用）となりました。こ

れは主に固定資産の売却による収入３億22百万円があった一方、固定資産の取得による支出10億74百万円があったこ

と等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の財務活動の結果使用した資金は、39億73百万円（前期は46億39百万円の使用）となりました。こ

れは主に借入金の純減少が36億20百万円、配当金の支払額２億56百万円があったこと等によるものであります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 17.6 22.1 22.4 23.4 23.9

時価ベースの

自己資本比率（％）
－ 16.0 27.4 32.8 72.4

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
－ － 25.0 2.7 2.1

インタレスト・

カバレッジ・レシオ（倍）
－ － 4.4 43.4 55.6

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。

（注５）平成26年３月期につきましては当社は非上場のため、時価ベースの自己資本比率は記載しておりません。

（注６）平成26年３月期及び平成27年３月期の「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」及び「インタレスト・カバ

レッジ・レシオ」については、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、グループ全体の経営基盤の強化と収益力向上によって、企業価値の向上を図り、株主のご期待に応えて

まいりたいと考えています。配当につきましては、グループの業績や内部留保の充実などを勘案した上で、安定的

な配当を継続して実施することを基本としております。 

 また、内部留保金につきましては、将来の事業展開に対する設備投資の原資及び財務体質の強化に向けて有効に

活用してまいります。 

 株主に対する利益還元を経営課題の一つとして認識しており、今後も、経営成績及び財政状態を勘案しつつ利益

配当を実施していく方針であります。 

 当期の配当につきましては、株主の皆様の日頃のご支援に感謝の意を表すとともに、当社の創業420周年を記念

いたしまして、１株当たり５円の記念配当を実施させていただくことといたしました。また、期末配当金につきま

しては、前期に比べ１円増配の１株につき27円とさせていただく予定です。この結果、１株当たりの期末配当金

は、普通配当27円に記念配当５円を加え、32円を予定しております。 

 なお、次期の配当につきましては、１株につき32円の期末配当金を予定しておりますが、本資料の発表日現在に

おいて入手可能な情報に基づいたものであり、今後の様々な要因により異なる結果となる可能性があります。 
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（４）今後の見通し 

 次期の見通しにつきましては、米国の政策動向や欧州の政治情勢の不安定さに加え、北東アジアにおける地政学的

リスクの高まりなど、様々な懸念材料が内在しており、国内景気の先行きについては不透明な状況が続いております

が、国内経済は企業収益や雇用環境の改善を背景として緩やかな回復基調が続いており、今後におきましても緩やか

に成長していくものと予想されます。 

 スーパーセンター事業では、共同仕入会社である綿半パートナーズ株式会社を軸としてＥＤＬＰ戦略を継続して推

進し、ＥＤＬＣ戦略の追及により更なる原価低減に取り組んでまいります。 

 また、業界の垣根を超えた競争、とりわけインターネット通販との競争激化に対応するため、インターネット通販

の基盤整備と研究に取り組むとともに、リアル店舗の存在価値向上を図るため、コミュニティスペースの設置や、既

存のホームセンター業態に食品を導入してスーパーセンターへ改装するなど、滞在型の店舗作りに努めてまいりま

す。 

 当期に採算が厳しかった綿半Ｊマート三鷹店を閉店した影響もあり、売上高は649億20百万円（前期比3.1％減）を

見込んでおりますが、構造改革や施策による効果により、セグメント利益は15億86百万円（同18.5％増）を見込んで

おります。 

 建設事業では、受注環境は総じて堅調に推移するものと予測しておりますが、堅調な受注環境を背景とした選別受

注や工事代金の高騰に伴い、入札不調や工事規模・仕様の見直し、発注延期が発生する懸念もあり、売上高は327億

50百万円（前期比8.1％増）を見込んでおります。また、生産性を向上させる取り組みとしてＩＴ化の更なる推進や

工場を自動化するためロボットの導入なども予定しており、セグメント利益は15億38百万円（同2.9％増）を見込ん

でおります。 

 貿易事業では、当期は為替環境が穏やかな円高基調で推移し、通期を通じて利益を押し上げる一因となりました

が、為替の動向は不安定であり、引き続き注視が必要な状況が続くものと予測しております。収益面では、「取扱い

原薬数を倍にする体制整備」「自然派・オーガニック商品の拡販」「海外仕入先の拡大」を重点施策として、新原料

の市場への投入準備を積極的に進めることにより、売上高は48億93百万円（前期比1.6％増）、セグメント利益は６

億34百万円（同2.7％増）を見込んでおります。 

 これらにより、平成31年３月期の売上高は1,028億10百万円（前期比0.4％増）、営業利益は24億41百万円（同

4.1％増）、経常利益は26億４百万円（同4.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は15億36百万円（同3.6％

増）を予想しております。 

 なお、次期の業績予想については、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は今後の様々な要因により異なる結果となる可能性があります。 
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。

 なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、今後の事業展開や国内外の動向などを踏まえた上で検

討を進めていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,316,920 5,139,040 

受取手形及び売掛金 11,632,514 15,289,905 

商品及び製品 7,725,016 7,415,395 

仕掛品 227,359 128,121 

原材料及び貯蔵品 925,023 788,500 

繰延税金資産 290,654 382,385 

その他 1,231,288 1,285,375 

貸倒引当金 △4,076 △5,481 

流動資産合計 25,344,700 30,423,243 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 11,365,063 10,815,672 

機械装置及び運搬具（純額） 396,353 348,414 

土地 7,929,614 8,250,394 

リース資産（純額） 279,929 203,392 

建設仮勘定 88,378 177,452 

その他（純額） 695,196 674,795 

有形固定資産合計 20,754,536 20,470,122 

無形固定資産    

のれん 956,029 775,376 

その他 895,636 594,321 

無形固定資産合計 1,851,665 1,369,697 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,188,764 1,334,086 

長期貸付金 56,852 60,050 

繰延税金資産 521,815 441,348 

その他 2,564,830 2,316,989 

貸倒引当金 △230,440 △230,930 

投資その他の資産合計 4,101,822 3,921,544 

固定資産合計 26,708,024 25,761,364 

資産合計 52,052,725 56,184,607 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 14,631,774 20,613,153 

短期借入金 7,523,708 3,035,792 

リース債務 89,326 79,327 

未払法人税等 154,775 599,703 

賞与引当金 544,074 633,461 

工事損失引当金 7,271 2,604 

完成工事補償引当金 26,170 25,049 

その他 3,059,600 3,090,419 

流動負債合計 26,036,701 28,079,512 

固定負債    

長期借入金 9,622,322 10,489,862 

リース債務 251,810 175,763 

繰延税金負債 93,616 97,250 

退職給付に係る負債 2,053,282 2,114,154 

資産除去債務 1,302,462 1,319,974 

その他 535,896 469,733 

固定負債合計 13,859,389 14,666,738 

負債合計 39,896,091 42,746,250 

純資産の部    

株主資本    

資本金 951,404 951,404 

資本剰余金 556,204 556,204 

利益剰余金 10,258,126 11,485,439 

自己株式 - △123 

株主資本合計 11,765,734 12,992,924 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 376,946 444,747 

繰延ヘッジ損益 △3,464 △992 

退職給付に係る調整累計額 17,418 1,678 

その他の包括利益累計額合計 390,900 445,433 

純資産合計 12,156,634 13,438,357 

負債純資産合計 52,052,725 56,184,607 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 92,780,103 102,364,682 

売上原価 73,933,416 80,792,184 

売上総利益 18,846,687 21,572,498 

販売費及び一般管理費 16,877,577 19,225,775 

営業利益 1,969,109 2,346,722 

営業外収益    

受取利息 2,537 4,153 

受取配当金 35,093 42,902 

受取補償金 35,485 53,349 

保険解約返戻金 16,724 51,407 

その他 105,119 147,328 

営業外収益合計 194,960 299,141 

営業外費用    

支払利息 142,303 114,019 

その他 27,344 30,184 

営業外費用合計 169,648 144,203 

経常利益 1,994,421 2,501,660 

特別利益    

固定資産売却益 1,018 35,446 

投資有価証券売却益 18,610 1 

特別利益合計 19,628 35,447 

特別損失    

固定資産除売却損 42,725 27,988 

減損損失 40,204 5,841 

投資有価証券評価損 11,575 6,377 

事業整理損 2,727 － 

倉庫移転費用 48,958 － 

事務所移転費用 － 18,932 

店舗閉鎖損失 － 23,931 

その他 300 581 

特別損失合計 146,489 83,653 

税金等調整前当期純利益 1,867,559 2,453,454 

法人税、住民税及び事業税 446,790 1,003,418 

法人税等調整額 76,287 △33,676 

法人税等合計 523,078 969,742 

当期純利益 1,344,481 1,483,712 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,344,481 1,483,712 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 1,344,481 1,483,712 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 132,883 67,801 

繰延ヘッジ損益 △2,247 2,471 

退職給付に係る調整額 △7,193 △15,739 

その他の包括利益合計 123,442 54,533 

包括利益 1,467,924 1,538,245 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,467,924 1,538,245 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 951,404 556,204 9,160,182 10,667,790 

当期変動額         

剰余金の配当     △246,537 △246,537 

親会社株主に帰属する当期純利益     1,344,481 1,344,481 

株主資本以外の項目の当期変動額 
（純額）         

当期変動額合計 － － 1,097,943 1,097,943 

当期末残高 951,404 556,204 10,258,126 11,765,734 

 

            

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 繰延ヘッジ損益 

退職給付に係る調
整累計額 

その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 244,062 △1,216 24,611 267,457 10,935,247 

当期変動額           

剰余金の配当         △246,537 

親会社株主に帰属する当期純利益         1,344,481 

株主資本以外の項目の当期変動額 
（純額） 

132,883 △2,247 △7,193 123,442 123,442 

当期変動額合計 132,883 △2,247 △7,193 123,442 1,221,386 

当期末残高 376,946 △3,464 17,418 390,900 12,156,634 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

          （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 951,404 556,204 10,258,126 － 11,765,734 

当期変動額           

剰余金の配当     △256,399   △256,399 

親会社株主に帰属する当期純利益     1,483,712   1,483,712 

自己株式の取得       △123 △123 

株主資本以外の項目の当期変動額 
（純額）           

当期変動額合計 － － 1,227,313 △123 1,227,189 

当期末残高 951,404 556,204 11,485,439 △123 12,992,924 

 
            

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 繰延ヘッジ損益 

退職給付に係る調
整累計額 

その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 376,946 △3,464 17,418 390,900 12,156,634 

当期変動額           

剰余金の配当         △256,399 

親会社株主に帰属する当期純利益         1,483,712 

自己株式の取得         △123 

株主資本以外の項目の当期変動額 
（純額） 

67,801 2,471 △15,739 54,533 54,533 

当期変動額合計 67,801 2,471 △15,739 54,533 1,281,722 

当期末残高 444,747 △992 1,678 445,433 13,438,357 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,867,559 2,453,454 

減価償却費 1,314,399 1,318,798 

減損損失 40,204 5,841 

のれん償却額 116,978 180,653 

その他の償却額 24,556 24,656 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,973 1,894 

賞与引当金の増減額（△は減少） △143,111 89,387 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 984 △4,666 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 3,097 △1,121 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 102,036 37,250 

受取利息及び受取配当金 △37,630 △47,056 

支払利息 142,303 114,019 

為替差損益（△は益） 18 △1,324 

投資有価証券評価損益（△は益） 11,575 6,377 

投資有価証券売却損益（△は益） △18,610 △1 

固定資産除売却損益（△は益） 41,706 △7,457 

売上債権の増減額（△は増加） 4,067,491 △3,657,391 

たな卸資産の増減額（△は増加） 164,254 545,382 

その他の資産の増減額（△は増加） 60,495 △387,864 

仕入債務の増減額（△は減少） △649,936 5,989,619 

その他の負債の増減額（△は減少） △256,449 7,273 

小計 6,867,897 6,667,725 

利息及び配当金の受取額 37,632 47,046 

利息の支払額 △145,272 △114,866 

法人税等の支払額 △456,706 △215,652 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,303,551 6,384,253 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） 71,779 － 

固定資産の取得による支出 △642,475 △1,074,788 

固定資産の売却による収入 6,173 322,220 

固定資産の除却による支出 － △2,237 

投資有価証券の取得による支出 △12,819 △13,087 

投資有価証券の売却による収入 36,731 2,001 

非連結子会社株式の取得による支出 △21,448 △49,804 

非連結子会社株式の売却による収入 － 6,500 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
390,002 － 

長期貸付金の回収による収入 3,471 2,251 

長期貸付けによる支出 △9,500 △5,500 

長期前払費用の取得による支出 △12,089 △298 

その他 △148,840 220,951 

投資活動によるキャッシュ・フロー △339,013 △591,791 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,429,551 △1,500,000 

長期借入れによる収入 4,500,000 3,000,000 

長期借入金の返済による支出 △6,387,300 △5,120,376 

リース債務の返済による支出 △76,634 △96,274 

自己株式の取得による支出 － △123 

配当金の支払額 △246,318 △256,656 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,639,804 △3,973,429 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 1,375 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,324,731 1,820,407 

現金及び現金同等物の期首残高 1,961,488 3,286,220 

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
－ 1,709 

現金及び現金同等物の期末残高 3,286,220 5,108,337 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

     該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

    該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「保険解約返戻金」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた121,844千円は、

「保険解約返戻金」16,724千円、「その他」105,119千円として組み替えております。

 

（追加情報）

    該当事項はありません。

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

 当社グループでは、ホールディングス体制のもと各事業会社が小売流通分野、建設分野、貿易分野において顧

客・マーケットに適合した事業展開に主体的に取り組んでおり、各事業会社を製品・サービス別に集約した「ス

ーパーセンター事業」、「建設事業」、「貿易事業」を報告セグメントとしております。

 各報告セグメントの概要は以下のとおりであります。

（1）スーパーセンター事業・・・スーパーセンター・ホームセンター・食品スーパーの運営

（2）建設事業      ・・・建物改修工事・自走式立体駐車場建設・緑化工事等の各種建設工事

（3）貿易事業      ・・・医薬品原料、化成品原料等の輸入・販売

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表の作成方法と同一であります。 

 セグメント利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高は市場実勢価格に基づいて

おります。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 

 
スーパーセンタ

ー事業 
建設事業 貿易事業 計 

売上高            

外部顧客への 

売上高 
58,800,727 29,683,136 4,015,244 92,499,108 280,994 92,780,103 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
10,224 290,803 － 301,027 － 301,027 

計 58,810,951 29,973,939 4,015,244 92,800,136 280,994 93,081,131 

セグメント利益 1,014,306 1,372,236 597,422 2,983,965 106,440 3,090,406 

セグメント資産 26,491,789 16,746,245 3,502,019 46,740,054 2,756,636 49,496,690 

その他の項目            

減価償却費 961,363 211,781 31,869 1,205,014 72,961 1,277,975 

有形固定資産及び 

無形固定資産の 

増加額 

355,725 307,794 32,023 695,543 15,202 710,745 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

 

  当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 

 
スーパーセンタ

ー事業 
建設事業 貿易事業 計 

売上高            

外部顧客への 

売上高 
66,992,934 30,283,657 4,814,462 102,091,055 273,627 102,364,682 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
5,761 92,553 44,389 142,704 － 142,704 

計 66,998,696 30,376,211 4,858,851 102,233,759 273,627 102,507,387 

セグメント利益 1,339,197 1,496,246 617,637 3,453,082 84,795 3,537,877 

セグメント資産 28,058,979 19,313,917 3,926,893 51,299,790 2,720,064 54,019,855 

その他の項目            

減価償却費 987,472 207,655 26,593 1,221,721 64,714 1,286,435 

有形固定資産及び 

無形固定資産の 

増加額 

577,879 311,770 7,606 897,256 164,982 1,062,239 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。
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  ４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,983,965 3,453,082

「その他」区分の利益 106,440 84,795

セグメント間取引消去 8,175 4,452

全社費用(注） △1,129,471 △1,195,607

連結財務諸表の営業利益 1,969,109 2,346,722

(注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費となっております。

 

（単位：千円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 46,740,054 51,299,790

「その他」区分の資産 2,756,636 2,720,064

セグメント間取引消去 △7,281,427 △8,247,103

全社資産(注） 9,837,462 10,411,856

連結財務諸表の資産合計 52,052,725 56,184,607

(注）全社資産は、主に現金及び預金、短期貸付金、報告セグメントに帰属しない本社土地建物となっております。

 

（単位：千円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会

計年度

当連結会

計年度

前連結会

計年度

当連結会

計年度

前連結会

計年度

当連結会

計年度

前連結会

計年度

当連結会

計年度

減価償却費 1,205,014 1,221,721 72,961 64,714 36,075 32,363 1,314,050 1,318,798

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
695,543 897,256 15,202 164,982 49,756 30,095 760,502 1,092,335

(注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社建物の設備投資額であります。

 

５．報告セグメントの変更等に関する事項 

 該当事項はありません。 
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【関連情報】 

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  「セグメント情報」に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

  （１）売上高

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  （２）有形固定資産

   本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

   載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

   外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める得意先がいないため、記載を省

   略しております。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  「セグメント情報」に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

  （１）売上高

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  （２）有形固定資産

   本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

   載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

   外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める得意先がいないため、記載を省

   略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

    前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

            （単位：千円） 

 
スーパーセ 
ンター事業 

建設事業 貿易事業 計 その他 全社・消去 合計 

減損損失 23,217 5,329 － 28,547 11,656 － 40,204 

 

    当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

            （単位：千円） 

 
スーパーセ 
ンター事業 

建設事業 貿易事業 計 その他 全社・消去 合計 

減損損失 2,463 － － 2,463 － 3,377 5,841 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

    前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

            （単位：千円） 

 
スーパーセ
ンター事業 

建設事業 貿易事業 計 その他 全社・消去 合計 

当期償却額 116,978 － － 116,978 － － 116,978 

当期末残高 956,029 － － 956,029 － － 956,029 
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    当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

            （単位：千円） 

 
スーパーセ
ンター事業 

建設事業 貿易事業 計 その他 全社・消去 合計 

当期償却額 180,653 － － 180,653 － － 180,653 

当期末残高 775,376 － － 775,376 － － 775,376 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

   該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 

前連結会計年度

  （自 平成28年４月１日

   至 平成29年３月31日）

当連結会計年度

  （自 平成29年４月１日

   至 平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,232.74円 1,362.72円

１株当たり当期純利益金額 136.34円 150.46円

 （注） １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

          ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度

  （自 平成28年４月１日

   至 平成29年３月31日）

当連結会計年度

  （自 平成29年４月１日

   至 平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（千円）
1,344,481 1,483,712

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（千円）
1,344,481 1,483,712

期中平均株式数（千株） 9,861 9,861

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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４．その他

 役員の異動

①代表取締役の異動

  該当事項はございません。

②その他の役員の異動 

 ・新任取締役候補 

    取締役  間瀬 敏彦 

    取締役  萩本 範文 

    （注）萩本範文は、社外取締役の候補者であります。

 ・退任予定取締役 

    取締役  山田 昭雄 

    （注）山田昭雄は、社外取締役であります。

 ・退任予定監査役

    監査役  野原 龍生 

   ③就任及び退任予定日 

    平成30年６月25日
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